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に関するより良い説明を重視したもの」（日本会計研究学会, 2010, p. 34），規範的研究とは「価値判断が
色濃く反映されたもの」（日本会計研究学会, 2010, p. 34）である。 























研究である。なお，実験研究と実証研究を総称して empirical research と呼ばれることもある。本論文
では実験研究と実証研究を比較することを通じて実験研究の比較優位性と限界を明らかにするため，





























































                                              
1 先行研究によると，たとえば野田（1999a, p. 49）では，①実験経済学アプローチ，と②行動科学アプローチ


























 そして 3 点目は実験の設定の複雑さという特徴である。経済学を基盤とする実験では設定が極力単純
化されるのに対し，心理学を基盤とした実験では極めて実務に近い設定がなされる。 
 4点目は被験者として誰を採用するのかという特徴である。経済学を基盤とする実験では学部やMBA
                                              








Forsythe et al.（1989） 













































論，という分野によって分類される。Berg et al.（1990, p. 825）によると，会計学における実験研究の










実験の設定 設定を単純化 実務に近い 
被験者 学部やMBAの学生等 アナリスト，銀行員，等 
参加者間の相互作用 あり なし 
 8 











実験環境の設計の条件は野田（1999a, p. 51‒52）で3点指摘されている。 




 次に 2 点目は「実験参加者に与えられる知識をコントロールすること」である。会計の研究では情報
の非対称性（information asymmetry）が前提とされている。情報の非対称性（information asymmetry）
とは，「取引をしようとするとき，その取引の一方の当事者が他方の当事者よりも多くの情報を持って」




 最後に 3点目は，「実験参加者の選好」である。この条件は，経済人（homo economicus）6の仮定を
満たすために設けられる。経済人の仮定とは，意思決定を行うにさいして完全な情報を有し，完全な計
算能力を持ち，自分の満足，すなわち効用（utility）を最大化できるという仮定である（依田, 2010, p. 6）。 
                                              
4 本論文では，監査と企業の内部組織（管理会計）は第4章で，会計規制は第5章で検討される。なお，税務
は取り上げていない。 
5 訳は，上枝（2002, p. 122）を参照。 
6 合理的経済人とも訳される。たとえば，多田（2003, p. 4），山地（2009, p. 55）等を参照。 
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 図表2.3 ディスクロージャーに関する実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 ①送り手が       ②送り手が         ③受け手が       ④最も高い 
 商品価値の   →   商品価値情報を   →   ビッドを提出  →   ビッド提出 

































り手 → 経営者」，「受け手，買い手 → 投資家」，「通知 → 開示」，「非通知 → 非開示」，「商
品価値 → 企業価値（株価）」，という読み替えが必要な場合がある7。 
                                              
7 後述（第4章）のとおり，フレーミングに関する問題が論点となっている。 
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Forsythe et al.（1989） 
King and Wallin（1990） 
King and Wallin 
（1991a） 
King and Wallin 
（1991b） 
Chow et al.（1996） 
 
Chow et al.（1996） 
 
King and Wallin 
（1991a） 
 
                                              









 野田（1999a, p. 51）によると，心理学を基盤とする実験の目的は，「会計情報を受け取った個人の主
観確率の改訂や予測に焦点をおき，意思決定に対する情報の役立ちを解明しようと」することである。 





図表2.6 単純化されたヒトの意思決定過程のフレームワーク 出典：上枝（2007b），図1，p.195。 
 
 










                                              
9 選択肢の探索と評価には時間と費用がかかるので，人間は簡便な問題解決方法を用いて，最適ではなくても
満足のできる選択肢の発見に努める。この簡便な問題解決方法のことをヒューリスティクス（heuristics）と
いう（依田, 2010, p. 19）。 
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 実験の方法は，財務諸表一式（B/S, I/S, C/F, SCE11），注記，企業及び業界の情報をアナリストに提示
し，株価判断とその過程を回答してもらう方法によった。134名のアナリストとのメールによって，96
名から回答を入手したとされている。下記に示す3 × 2 = 6通りのいずれかの条件で資料が提示される
が，全ての参加者は単純な再調整を行えば同一の情報が入手可能という前提であった。 
 








  ※注 EM = Earnings Management, NEM = No Earnings Management, CI = Comprehensive income,  




                                              











EM-CI-IS EM-CI-SCE EM-No-CI 
利益マネジメント
なし 











 上枝（2007, p. 194）によると，心理学を基盤とする実験の先行研究は「経済的実態が同一の企業であ
っても，会計処理・表示の方法が異なれば利害関係者から異なる評価を受ける可能性があるとの証拠」
を示し続けている。これらの知見は，経営者が情報をディスクローズするさいに，自らが有利になるよ
うに投資家の情報処理能力の限界を利用するかもしれない。という点がHobson and Kachelmeier（2005, 







                                              



























                                              
13 開示原理（disclosure principle）ともいわれる（Scott, 2006, 太田他訳, 2008, p. 446）。 
14 グレシャムの法則（Gresham’s law）とは，額面価値は同一でも実質価値の異なる複数の貨幣が同時に流通
















  図表3.1 完全開示モデルにおけるタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 ①経営者が      ②経営者が         ③投資家が       ④最も高い 
 企業価値の  →   企業価値情報を   →   企業価値を   →   評価を行った 
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E( ˜ υ | A) = ˜ υF(ω)υ
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22 Watts and Zimmerman（1986, 須田訳, pp. 152‒154）の議論の流れに沿っている。 
23 Scott（2006, 太田他訳, pp. 134‒136）の議論の流れに沿っている。 
 23 
したいというインセンティブがある。たとえば，企業が市場から過小評価されていると考えている経営
者は自発的ディスクロージャ （ーvoluntary disclosure）を行う。自発的ディスクロージャ （ーvoluntary 
disclosure）とは，GAAP（Generally Accepted Accounting Principles24）やその他の財務報告基準が要


































 Lang and Lundholm（1996）は，ディスクロージャーに関する実証研究である。証券市場が開示の拡
充に対して肯定的に反応すると予測された。開示情報自体の品質が高いほど，その企業をフォローして
いるアナリストも多いことが明らかとなり，フル・ディスクロージャーを立証する証拠が得られている







 完全開示モデルを検証した初期の単純な実験としてForsythe et al.（1989）が挙げられる。本項では
彼らがどのような実験を行い，どのような結果が得られたのかを読み解く。 
 彼らの実験グループは完全開示モデルを検証するために仮想市場を 6 つ設定した。アリゾナ大学，カ
ーネギー・メロン大学，アイオワ大学の 3 つの大学で 2 つの異なる環境における行動が調査された。6
つの市場は図表3.2のように名付けられた。 
 
図表3.2 Forsythe et al.（1989）において実験が行われた6つの市場 
 アリゾナ大学 カーネギー・メロン大学 アイオワ大学 
1つめの環境 A1 C1 I1 
2つめの環境 A2 C2 I2 
 






























                                              
25 Forsythe et al.（1989）p. 225 TABLE1 によると，最も少ない取引期間は16回（A1）であり，最も多い





通価値の額のビッドを提出した場合，「再売却価値（共通価値） － 買い手の入札した額（共通価値） = 買
い手の利益（ゼロ）」となってしまう。この事態を回避するために再売却価値を共通価値部分と私的価値
部分からなるものとした。すると「再売却価値（共通価値＋私的価値） － 買い手の入札した額（共通価
値） = 買い手の利益（私的価値）」となり，買い手の利益はゼロではなく正の値となるのである。 
 具体的には，2つめの環境では，商品のタイプは8つであった。それぞれの取引期間に，それぞれの売
り手の商品のタイプはランダムに決定された。再売却価値の数列は1つめの環境よりも規模が縮小され，
［1, 2, 3, …, 120］であった。それを8つの共通要素を持たない部分区間に分割し，間隔が15セントの
離散型一様分布［1, 16, 31, …, 106］から抜き出された27。そして私的価値は離散している［0, 1, 2, …, 14］
からランダムに抜き出された。したがって，「買い手の再売却価値 ＝ 共通価値部分 ＋ 私的価値部分」
であるから，タイプⅠの商品は1＋0＝1 ，1＋1＝2，…となり［1, 2, …, 15］，タイプⅡは16＋0＝16，
16＋1＝17，…となり［16, 17, …,30］であった。 










 図表3.3  Forsythe et al.（1989）の実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 ①送り手が       ②送り手が         ③受け手が       ④最も高い 
 商品価値の   →   商品価値情報を   →   ビッドを提出  →   ビッド提出 
 情報を入手       通知 or 非通知                   者が購入 
 
                                              
27 1セントの価値を持つ商品は“タイプⅠ”，16セントの価値を持つ商品は“タイプⅡ”，31セントの価値を
持つ商品は“タイプⅢ”（…以下同様）と呼ばれた。 















 実験によるモデルの検証を行った初期の単純な研究にKing and Wallin（1990）がある。この研究は
完全開示モデルが検証された。この研究では3つの代替的なルールが検証された。1つめが虚偽表示防止



























図表3.4  完全開示モデルにおける実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 
 
  ①経営者が        ②経営者が          ③投資家が         
  企業価値の   →   企業価値参考情報を  →    企業価値を評価 












                                              
28 この文脈では実証会計学のことを指している。 

























 McDaniel and Hand（1996）は，実証会計学に対する実験会計学の比較優位性を3点あげている。適
時性（timeliness），包括性（inclusiveness），因果律（causality）である。ここでは，科学的な研究手
法とは何か？という視点から因果律に注目する。因果律（causality）とは，「複数の解釈に拘束されない
                                              
29 なお，「経験的な世界から証拠を集める」という点において実証研究と共通する，ケース・スタディという
研究方法も存在する。ケース・スタディとは，研究対象について体系的な知識を生み出すために秩序的に組織










 野田（1999a, p. 53）では，実験は追試が可能であるという点が指摘されている。 





















                                              














  ① 社会現象間の因果関係を記述した仮説を有すること 
  ② その仮説が反証可能な（検証可能な）形式を有していること 
  ③ 説明が単純かつ簡潔であること 














                                              


























































地（2008, p. 44）における議論の流れに沿うこととする。 
 34 
 ここで，フレーミングとは，被験者が直面するゲームのルールを説明するさい，それを異なる文脈に


























                                              
34 川越（2007, p. 47）によると，フレーム効果（framing effect）ともいう。 
35 具体的には（1）非飽和性（non-satiation），（2）感応性（saliency），（3）優越性（dominance），（4）情報














 実験経済学 実験会計学 















































































図表4.3 監査における標準的な実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 833），上枝（2004, p. 31） 
 
      
  プリンシパルが     契約を所与とし    アウトプットが    アウトプットが 
  契約を選択       エージェントが    実現         契約に従って 








 監査あり 監査なし 
訴訟制度あり 監査と訴訟制度 訴訟制度のみ 























































まえ，実験会計学の今後の展望を考察する。以下，参考とする主要な文献は，Birnberg and Nath（1968）, 
Swieringa and Weick（1982）, Berg et al.（1990）, Libby et al.（2002）, 上枝（2002）,等である。実
験会計学の範囲が論者によって異なるため，本論文における（a）経済学を基盤とした実験にかんする先
行研究と，（b）心理学を基盤とする先行研究が混在していることに注意が必要である。 














validity）とは，実験研究から得られた知見の現実社会への適用可能性のことである（上枝（2002, p. 114）, 










 Swieringa and Weick（1982）は，実験の現実性を追求すべきであり，日常の現実性は最低限の配慮
で良いとする。その根拠は，日常の現実性を追求すると，実験の変数操作以外の要因に被験者の行動が
依存し，明瞭な知見が得られないから，としている。また，Dickhaut et al.（1972）も同様の指摘をし
ている38。さらに，Berg et al.（1990）においても日常の現実性は不要であるとされている。 




 Birnberg and Nath（1968）は，実験の現実性を確保するためのひとつの要素として金銭的インセン
ティブの重要性を説く。報酬制度を採用することが，被験者たちから厳格に受けとめられるために必要
であるとしている。 
 さらに，Swieringa and Weick（1982）は実験会計学にとっての限界であると批判されているはずの
現実性（realism）の欠如を逆手に取って，人工性（artificiality）を徹底的に追及することを推奨してい
る。その根拠は次の2点であるとされている。 






                                              























































証拠も得られているという（たとえばPotters and van Winden（1996）があげられている）。 
 このように，これまでの先行研究から明らかになっていることを要約すると以下の2点である。 

















 次に 2 点目は，統制が完全であることを立証することが困難だという問題である。実験者が統制した
要因ではなく，実験者が予期しなかった要因が実験結果に影響を与えた可能性が残るのである。この問
題にかんしては以下のような反論がある。 




 なお，McDaniel and Hand（1996）は，需要または反応バイアス（demand or response bias）に対
し警鐘を鳴らしている。需要または反応バイアス（demand or response bias）とは，被験者が単に実験
環境のもとにあるがゆえに現実世界におけるのとは異なった行動をすることである。「需要または反応バ
イアス」を低減する方策はMcDaniel and Hand（1996, p. 348）に示されている。実験者が調査しよう
としている論点が過度に被験者の意識を引くものであってはいけない等が主張されている。 
 さらに，Berg et al.（1990, p. 839）は無理強い（forcing the hand）に対し警鐘を鳴らしている。無理
強い（forcing the hand）とは，実験者が自己に都合の良いように結果を導くことである。 




にあたっての5つの十分条件である（川越, 2007, pp. 15‒17）。 
 価値誘発理論は実験経済学の通説となっている。価値誘発理論における 5つの十分条件のうちの 1つ
 45 
に優越性（dominance）の確保がある。優越性（dominance）とは，被験者の選択は実験報酬以外の要






















 山地（2008, p. 50）では，脳神経経済学（Neuroeconomics）の知見を実験会計学に取り入れることの
有用性が示されている。たとえば，「公正価値会計」と「カレントコスト会計」という言葉は，世代間の
無知に伴うことが原因であることを脳科学的に指摘することが可能になるという。 
                                              
39 訳は，上枝（2002, p. 120）を参照。 
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